
※進捗率はＪＥＳＣＯへの登録台数を分母として算出（環境省資料とは相違あり） 

 １１．北海道事業処理状況（１） 

登録台数 60,401 台
処理台数 49,411 台
進捗率 81.8%

登録台数 4,123 台
処理台数 3,308 台
進捗率 80.2%



1２.北海道事業処理状況（２） 

道内・市内の処理状況 

登録重量 5,918,272 kg

処理重量 1,895,456 kg

進捗率 32.0%

登録 処理 割合 登録 処理 割合 登録 処理 割合
（台） （台） （％） （台） （台） （％） （kg） （kg） （％）

全体 4,123 3,307 80.2 60,401 49,412 81.8 5,918,272 1,895,456 32.0
道内 579 487 84.1 7,701 7,147 92.8 641,310 503,989 78.6
室蘭市内 34 29 85.3 456 426 93.4 35,952 35,687 99.3
  注）登録台数は平成28年4月末現在
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1３．当初施設の処理の流れ 
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１４．液処理のしくみ 

   －脱塩素化分解法（北海道事業）－ 

    
 脱塩素化分解法とは、 

化学反応によりＰＣＢの塩素を
水素と置換してビフェニル類に
分解する方法。 

 主な処理対象物はＰＣＢ油。 
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（投入するナトリウムとアルコールの反応により発生） 

（投入） 



処理対象物 
（主なもの） 
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１５．増設施設の処理の流れ 



15,000℃以上のプラズマを照射しドラム缶又は     

  ペール缶ごとに溶解しPCBを分解する。 
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１６．プラズマ溶融分解炉 概略図 



 セーフティネット ＝万が一トラブルが発生し
てもＰＣＢを外に出さない仕組 
  ・セーフティネット活性炭吸着塔の設置 
  ・ＰＣＢ管理区分レベル毎の負圧管理 
  ・オイルパン、防液堤等の設置 

 フェイルセーフ ＝誤動作やミスが事故に直結
しないような多重チェックや機器の安全側への
作動 
   ・インターロック（誤操作防止）の組込              
   ・安全上重要な計器の二重化 
   ・異常時に弁類が安全側に作動 

プロセス安全設計 

操業監視システム 

フェイルセーフ 

セーフティネット 

多重防護構造の構築 

操業監視システム 
   ・中央制御室での集中制御 

   ・工業用テレビによる運転状況の遠隔監視 

   ・オンラインモニタリングによる監視 

プロセス安全設計 
   ・運転状態の安定化のための自動制御 

   ・腐食等を考慮した適正な材料選定 

１７．安全設計の概要（基本概念） 



１８．安全対策（廃液） 
〔オイルパン〕 〔漏洩検知器〕 
万が一油漏れが発生した場合、オイルパン
が床面へのＰＣＢ漏洩を防止  

〔不浸透塗床〕 
特殊な樹脂により、万が一の場合でも、床
面へのPCB油の浸透を防止 

〔漏洩検知器〕 
オイルパンなどに、PCB油の漏洩を検出す
るための検知器を設置 

〔防油堤〕 
コンクリート等で作った囲いを床面に設け、
万が一オイルパンからあふれるような油漏
れがあった場合でも囲いの内部で封じ込め
る(部屋全体が防油堤構造） 

漏洩検知器 



１９．安全対策（排気） 
〔負圧制御〕 
外部（外気）より施設内の空気の圧力を低くする
ことで、施設内の空気を外部に流出させない。
施設内でもＰＣＢを取り扱う場所を3つの管理レ
ベルに区分し、管理レベルに応じた負圧管理・
排気処理・排出モニタリングを実施。 

〔オンラインモニタリング装置〕 
施設内の機器排気・作業環境中の空気を自動
的に連続してサンプリングし、ＰＣＢ濃度を測定 

〔排気処理装置（オイルスクラバー、活性炭装置）〕 

排気中に含まれる微量のＰＣＢ等の有害物
質を吸着・除去した上で施設外に排出 

活性炭装置 



感震装置と連動
設定震度以上で自動的に作動

地　震　対　策

基   礎 ： 液状化現象を考慮した基礎構造設計（岩盤支持）を採用。
　　　　   横揺れに対する水平力支持を杭に持たせるため、杭を太くし
           鉄筋を増量。

建屋構造： 層せん断力係数は法定値（建築基準法施行令）を遵守。

1. 耐震設計

①設定震度以上の場合は感震装置により警報発生　⇒　緊急自動停止
②設定震度以下でも震度の大小に関わらず、直ちに現場確認・安全確保実施。

２. 地震発生時の対応

地震防災規程等の整備

地震を想定した訓練の実施

地域・関係組織との連携

：操業基準・点検基準、連絡・通報体制、対策組織体制

：緊急停止訓練、避難・誘導訓練

：公的機関・地域への連絡体制の構築と合同訓練の実施

感震装置

地　　震

緊急自動停止
　・前処理設備
  　  (洗浄、蒸留、真空加熱分離）

　・液処理設備
　・熱媒、タンクヤード

※安全に運転停止するための
　 冷却水・電気等は供給を継続

警報

施設は運転継続　⇒　運転監視

設定
震度

設定震度以上

設定震度以下

２　ｏｕｔ　of　３

１２０ｇａｌ：震度５弱程度

２０．地震対策 

安全な運転停止 



２１．浸水対策 

　施設の浸水対策

既往最高潮位　：標高＋1.23ｍ

基準水面

▼1FL

増　設
建　屋

約 28ｍ

施設建屋：１FL＝標高＋5.05ｍ
　　　　（当初施設は＋4.80ｍ）

護岸点端レベル：標高＋2.58ｍ

　　　　　基準水面、観測基準面との関係

増設処理施設建屋：1FL：標高＋5.05ｍ （参考）　当初処理施設建屋：1FL：標高＋4.80ｍ

既往最高潮位：標高＋1.23ｍ

標高　± 0

観測基準面　：　標高－1.093ｍ

　室蘭開発建設部室蘭港湾建設事務所検潮所
　　 高極潮位（Ｈ．Ｈ．Ｗ．Ｌ）　＋ 1.23ｍ
　　　（昭和45年9月18日）


